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令和３年度予算編成方針について 

 

 守谷市予算事務規則第５条の規定に基づき，令和３年度予算編成方針を次

のとおり定めたので通知する。 

 各部長・課長においては，方針の内容を十分理解の上，予算編成作業を行

うこと。 

 

令和２年１０月２８日 

 

守谷市長 松 丸 修 久 

 

 

令和３年度予算編成方針 

 

第１ 本市の財政状況 

本市の財政状況については，財政健全化法に基づく財政の健全性を示す

４つの指標（実質赤字比率，連結実質赤字比率，実質公債費比率，将来負

担比率）はいずれも早期健全化基準以下であり，法の制度下においては健

全な財政状況にある。 

しかしながら，令和元年度決算において，市民税や固定資産税などの市

税が増収とはなっているものの，扶助費をはじめとした経常経費のみなら

ず，各種公共施設の改修・増改築費用も大きく増加し，歳出の伸びを歳入

が補えていない状況にある。 

さらに，財政構造の弾力性を示す経常収支比率を見ると，歳出における

人件費や物件費が増額となったことにより，前年度比１．７ポイント増の

８４．９％（経常経費へのふるさづくり寄附金充当を控除した実質的な経

常収支比率は前年度比０．３ポイント増の９１．２％）と年々悪化してお

り，新しい事業に取り組むには，徹底的な経常経費の削減が必要である。 

経常収支比率の悪化は，臨時的な支出に市税等の経常財源を充てる余地

がなくなってきていることを示し，これは，臨時的な財源を確保しないと

政策的・重点的な事業が実施できなくなってきていることを表している。

そのため，近年はふるさとづくり寄附金を財源としたふるさとづくり基金
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繰入金を，政策的・重点的な事業に活用した予算編成になっているが，ふ

るさと納税制度が存続しなくなった場合でも，これらの事業が実施できな

い状況は避けなくてはならない。このことからも経常経費の圧縮を継続し

て行い，財源を捻出していく必要がある。 

加えて，令和２年度は，法人市民税の減額見込等により３年ぶりに普通

交付税の交付団体となるなど，行政経営に当たっての財源確保が難しくな

っている。さらに，新型コロナウイルス感染症（以下「感染症」という。）

の影響もあり，過去に経験したことのない不確定要素が多い状況でもある。

このような中では，これまでと同じ行政サービスを提供していくことは困

難な状況にあることを全職員が強く認識しなくてはならない。 

 

 

第２ 令和３年度財政収支の見通し 

現在の守谷市では，平成２５年度から令和３年度（平成３３年度）を期

間とする「第二次守谷市財政計画」の趣旨を踏まえた財政運営を行い，実

施事業や歳入額・歳出額については，環境の変化に対応して適宜見直しを

行っている。 

７月に実施した財政計画における収支見直しの結果，令和３年度の歳入

において，自主財源の中心となる市税のうち市民税については，感染症の

影響による個人所得の減少及び法人の業績悪化により，大きく減額となる

可能性があり，予測が立たない状況にある。また，固定資産税についても

評価替えの影響から２．１億円の減額を見込み，現段階において，市税全

体では３．７億円の減額見込みとなっている。 

これら市税に地方譲与税や県からの交付金等を加えた一般財源総額は，

財政調整基金からの繰入前で，令和２年度当初予算から２．５億円の減額

を見込んでいる。 

歳出においては，義務的経費である人件費は，新規採用に伴う職員数の

増により，一般財源ベースで０．２億円の増となっている。 

扶助費は，保育定員の増に伴う子ども・子育て支援給付事業の増加，障

がい福祉費や生活保護費といった社会保障費の増加等により，一般財源ベ

ースで２．２億円の増額を見込んでいる。 

公債費及び関公費（立替施行で実施した小・中学校等の建設費の償還金）
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は，定時償還額の減により，一般財源ベースで０．１億円の減額を見込ん

でいる。 

これら義務的経費にその他の経常経費を加えた一般財源充当経常経費と

しては，総額で令和２年度当初予算から２．２億円の増額を見込んでいる。 

これらを受け，令和３年度の財政収支については，令和元年度末財政調

整基金残高３４．７億円の半分近くに当たる１６億円を繰り入れないと，

予算が成り立たない見込みである。 

さらに，今後の収支見通しを見ると，令和３年度以降ふるさと納税制度

が存続しないと仮定し，各課の要望どおりに事業を進めていった場合，令

和６年度には財政調整基金が枯渇してしまい，現状のままでは令和６年度

以降の予算を組むことができない状況にある（別紙財政収支見通しを参照）。 

収支を均衡させるためには，令和３年度に策定予定の次期財政計画の中

で，計画期間中の歳入見込みに合わせた事業の取捨選択や平準化，後年度

に負担が見込まれる事業の精査など，持続可能な市政経営を可能とする体

制を作り上げていくことが不可欠となる。 

 

 

第３ 予算編成の基本方針 －市政経営における基本的な考え方－ 

 １ 本市を取り巻く状況と課題 

令和３年度は，市制施行２０周年の節目の年である。また，「第二次守

谷市総合計画」の最終年度に当たり，次期総合計画を策定する年でもあ

ることから，将来を見据えた持続可能なまちづくりを進めていくための

新たな起点とすべき重要な年になる。 

一方で，感染症の世界的な広がりにより，多くの事業やイベントが中

止，延期を余儀なくされており，「ウィズコロナ・アフターコロナ」に対

応する市政経営も求められている。 

このような時代の変化に対応していくためには，今までの事業の進め

方が通用しないことを前提に，時代の変化を新たな取組を進めるチャン

スとして捉え，課題に対して積極的に取り組む必要がある。 

近年，市町村においては，少子高齢化や人口減少への対応が必要な時

代の到来により，高齢化に伴う医療費増大への対応，生産年齢人口の減

少に伴う税収減への対応など共通した多くの課題を抱えている。 
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本市においても，今後訪れる少子高齢化，人口減少などに対応するた

め，高齢者にとって生きがいのある健康的な暮らしの確保とともに，多

くの子育て世代を取り込むことが急務となっている。 

また，ＩＣＴ（情報通信技術）の急速な進展に対応した先進技術を導

入することにより，将来的な市民生活の利便性向上に資する「デジタル

スマートシティ」の実現や行政の効率的な運営に向けた対応も必要にな

ってきている。 

多種多様な課題に対する政策展開のためには，効果的でスピード感の

ある経営を実践するとともに，分野を超えた横断的な連携，経営資源の

有効配分及び活用により，経営力を強化していく必要がある。 

２ 重点政策と政策推進に直結する施策 

上記の課題を踏まえ，市民の目線に立った政策を実現するために，令

和３年度における本市の市政経営に関して，令和２年度に掲げた「『わく

わく子育て王国もりや』の実現に向けたまちづくり」，「『いきいきシニア

王国もりや』の実現に向けたまちづくり」，「『地域主導・住民主導』によ

るまちづくり」の３つに，新たに「『スマートデジタル王国もりや』の実

現に向けたまちづくり」を加えた４項目を重点政策とする。 

また，それぞれの重点政策の推進に直結する施策を選定し，優先的に

取り組むこととする。 

 

重点政策１：『わくわく子育て王国もりや』の実現に向けたまちづくり 

楽しみながら子育てや仕事ができる環境づくりに取り組むとともに，

未来を担う子どもたちを健やかに育むまちづくりを進める。 

【政策推進に直結する施策】 

・施策１－５：交通安全の推進 

・施策２－１：子育て支援の充実 

・施策２－３：障がい者（児）福祉の推進 

・施策２－４：健康づくりの推進 

・施策３－１：学校教育の充実 

・施策３－２：生涯学習の推進 

・施策４－３：道路網・公共交通体系の整備 
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重点政策２：『いきいきシニア王国もりや』の実現に向けたまちづくり 

誰もが生涯を通じて活躍し，健康で楽しく暮らせるまちづくりを進め

る。 

【政策推進に直結する施策】 

・施策１－５：交通安全の推進［再掲］ 

・施策２－２：高齢者福祉の推進 

・施策２－４：健康づくりの推進［再掲］ 

・施策２－５：地域福祉の推進 

・施策３－２：生涯学習の推進［再掲］ 

・施策４－３：道路網・公共交通体系の整備［再掲］ 

 

重点政策３：『地域主導・住民主導』によるまちづくり 

地域・住民が主体となって行政と連携し，地域の活性化や課題解決に

取り組むまちづくりを進める。 

【政策推進に直結する施策】 

・施策１－３：防災対策の推進 

・施策２－５：地域福祉の推進［再掲］ 

・施策６－１：地域コミュニティの充実 

・施策６－２：協働によるまちづくりの推進 

 

重点政策４：『スマートデジタル王国もりや』の実現に向けたまちづくり 

市民の生活を豊かにするためスマートデジタル推進課（仮称）を設置

し，ＩＣＴを生かしたまちづくりを進める。 

【政策推進に直結する施策】 

・施策２－１：子育て支援の充実［再掲］ 

・施策３－１：学校教育の充実［再掲］ 

・施策６－３：広聴と情報発信の充実 

・施策７－１：適正な行財政運営の推進 

・施策７－２：組織経営と人事マネジメントの充実 
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第４ 予算要求基準 

 １ 要求に際しての基本方針 

 （１）責任ある予算要求 

庁内全体の予算編成業務の効率化を図るため，限られた財源・人員

の中で，着実な事業執行が見込まれることを十分考慮した上で，責任

ある，厳選された事業を要求すること。 

 （２）予算の合理化 

所期の目的を達成した事業や成果の向上が見られない事業を再構築

（廃止も含む）し，真に必要な事業を創設すること。 

併せて，既存の予算や組織にとらわれず，業務の簡素化，無駄の排

除，手順の合理化等に徹底的に取り組むこと。 

 ２ 予算要求の規模 

令和３年度の予算編成は，政策や施策ごとに予算要求上限額を設定す

る枠配分方式はとらず，経費の区分ごとに予算要求に係る上限額を設定

するので，その範囲内で予算を要求すること。 

さらに経常経費については，上記の考えを踏まえた経常経費要求上限

額を設定するので，各課においては，それを上限に予算を要求すること

とし，課内で上限額の範囲に収まらない場合は，部内で調整を行うこと

とする。 

 

経費区分ごとの予算要求基準 

区  分 要 求 基 準 等 

義務的経費・法的経費 所要額を計上すること。 

義務的経費・法的経費 

以外の経常経費 

一般財源ベースで令和２年度当初予算の

９５％を上限とすること。 

（５％のマイナスシーリングを実施） 

時間外勤務手当 令和２年度当初予算の９５％を上限とす

るが，令和２年度の実績を加味し，更なる

削減に努めること。 

臨時経費 財政計画に計上した額を踏まえ，所要額を

計上すること。 
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第５ 予算編成における特記事項 

 １ 財政計画を踏まえた予算要求 

「第二次守谷市財政計画」における収支見直しとの整合性を図った予

算要求を行うこと。（新規事業は，原則，財政計画に計上したものに限る。） 

 ２ 行政評価を意識した予算要求 

事務事業の中間評価で整理した内容（事業の課題を解決し，成果向上

を図っていくための取組内容）を予算編成に結び付けること。 

また，令和３年度は「第二次守谷市総合計画」の最終年度となること

から，令和３年度予算における施策や事業の次期総合計画での位置付け

を意識し，将来を見据えた連続性のある予算編成を行うこと。 

 ３ ふるさとづくり寄附金の活用 

ふるさとづくり寄附金については，寄附者の意向に応じ活用していく

必要がある。全庁的な視点で判断し，政策的・重点的な事業にふるさと

づくり基金を充当していくので，安易に事業を実施する財源として見込

まないこと。 

 ４ 外部資源の確保と活用 

国，県，他市町村等から情報を収集するなどして，事業実施に際し活

用できる補助金，助成金，民間資金等があるかの確認を徹底し，財源の

確保に努めること。 

さらに，本市と連携している企業等の外部資源を活用し，市のみでは

十分に対応できない分野を補完していくこと。 

 ５ 感染症の影響を受けた事業 

感染症の影響を受け，令和２年度に中止した事業や実施方法等を見直

した事業については，まずは廃止を検討した上で，安易に令和元年度ま

での事業内容に戻すのではなく，令和２年度の影響等を検証し，事業の

廃止や見直しを行うこと。 

見直しの際には，ＩＣＴを活用したオンラインでの手法を取り入れる

など，新たな事業形態を試すチャンスと捉え，工夫して取り組むこと。 




